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平成 16 年 (2004)10 月 23 日 17 時 56 分、新潟県北魚
沼郡川口町( 現在の長岡市川口)を震源とするマグニチュー
ド 6.8 の地震が発生。川口町で震度 7、小千谷市、山古
志村 ( 現在の長岡市山古志 )、小国町（現在の長岡市小
国町）で震度 6 強など、中越地方で強い揺れを記録しま
した。直前までの大雨で地盤が緩んでいた山間部を中心
に土砂崩れなどが多発、死者 68 名 ( 関連死も含む )、負
傷者約 4,800 名、住宅の全壊は約 3,200 棟にのぼり、農
地、道路、ライフラインにも深刻な被害を及ぼしました。

当時、老朽化が進んでいた長岡市役所本庁舎も、地震
による漏水・停電のため防災拠点としての機能が一時停止
しました。その教訓を踏まえ平成 24 年に完成したシティ
ホールプラザ「アオーレ長岡」は巨大な屋根付き広場である 

「ナカドマ」を中心に、「市役所」、5000 名が収容できる「ア
リーナ」が一体となった複合施設です。建物全体を鉄骨の
屋根で連結することで、地震の揺れを抑える構造となって
おり、一般的な建物の 1.25 倍の耐震性があります。72
時間運転可能な非常用発電設備も備えており、災害で
停電が発生しても、市役所に設置される災害対策本部や、
一時避難場所となるアリーナの機能維持が図られます。

長岡駅に直結した「アオーレ長岡」は、天候に左右され
ずに誰もが自由に集える市民交流の場として賑わいを創出
し、中心市街地の活性化に大きく貢献しています。

平成 16 年（2004）・新潟県

新潟県中越地震からの復興
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「アオーレ長岡」では、スポーツ、コンサートなど様々
なイベントが開催されています。
( 写真提供：長岡市 )

新潟県中越地震により長岡市妙見町で発生した大規模
土砂崩れの現場。

（写真提供：長岡市）

「アオーレ長岡」は、地元産の木材や和紙などを多用
した地上 4 階、地下 1 階建ての複合施設。
世界的建築家である隈研吾氏が設計を担当しました。
その建設プロジェクトやデザインは、2012 年度グッ
ドデザイン賞をはじめ数々の賞を受賞し、震災復興
や市街地再開発のモデルとして注目されています。

（写真提供：長岡市）

平成 16 年（2004）10 月 23 日に発生した新潟県中越地震は、 
新潟県中央部に位置する中越地方に甚大な被害をもたらしました。

不屈の大地
Build Back Betterの軌跡
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長岡市山古志の秋の風景。
山古志などの中越地方で
は、斜面を利用した棚田、
畑、錦鯉の養殖池などが
広がり、美しい農村風景
を創り出しています。

「Biuild Back Better（より良い復興）」とは、2015 年３月に宮
城県仙台市で開催された「第３回国連防災世界会議」の成果文
書である「仙台防災枠組」の中に示された、災害復興段階にお
ける抜本的な災害予防策を実施するための考え方です。
本シリーズでは、災害が発生した国内外の事例を紹介し、過去
の災害を機により良い街づくり、国土づくりを行った姿を紹介
します。

表紙の写真

Build Back Better とは
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閣僚徒歩参集訓練及び 
政府本部運営訓練

政府では、閣僚等が参加して、大規模な地震が
発生した際の初動対応や地方公共団体との連携手
順などを確認するための「閣僚徒歩参集訓練」及び

「政府本部運営訓練」を実施しました。
１つ目の「閣僚徒歩参集訓練」は閣僚等による官

邸への参集訓練です。午前７時 10 分に最大震度７

の首都直下地震が発生し、官邸周辺の道路の破損
や渋滞等により車両による参集が困難であることを
想定し、閣僚等が自宅や自省庁等から徒歩で官邸へ
参集する訓練を実施しました。当日朝は曇り空の下、
各閣僚は徒歩により官邸へ参集し、参集ルートを確
認しました。

２つ目の訓練として、南海トラフ地震発生に伴う緊
急災害対策本部の運営訓練（「政府本部運営訓練」）
を実施しました。緊急災害対策本部とは、極めて激

９月１日の「防災の日」に、政府においては、南海トラフ地震を想定した政府本部運営訓練を総
理官邸で実施するとともに、安倍内閣総理大臣や小此木防災担当大臣が神奈川県川崎市で行われ
た九都県市合同防災訓練の視察等を行いました。
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内閣府 ( 防災担当 ) 地方・訓練担当

緊急災害対策本部会議における宮崎県知事とのテレビ会議の様子

大地震を想定し、国・自治体が合同防災訓練

命を守る

防災訓練



甚な災害が発生した場合に、災害応急対策を推進す
るために、内閣総理大臣が災害対策基本法に基づ
き設置する組織です。

和歌山県南方沖を震源とするマグニチュード 9.1
の南海トラフ地震発生（発生時間は午前７時 10 分）
を想定し、災害緊急事態の布告、並びにこれに伴う
緊急災害対策本部及び緊急災害現地対策本部の設
置が閣議決定されたものとし、本部長である安倍内
閣総理大臣と、全閣僚が参加のもと、８時 25 分か
ら本部会議を実施しました。会議は小此木防災担当
大臣の進行で行われ、冒頭に本部長（安倍内閣総
理大臣）から各大臣に対して人命最優先の方針の下、
被害の状況を早急に把握し、この対策本部の下で緊
密に連携し、この国難に、一丸となって対応するよ
う指示があった後、宮崎県庁との間でテレビ会議を
実施しました。宮崎県の河野知事から被害状況の報
告と政府への要望があり、それに対し安倍内閣総理
大臣は、全国から最大限の資源を注力すること、早
急に政府調査団を派遣すること等を伝えました。

その後、各閣僚から被害状況の報告や対応方針
などの報告がなされ、最後に、安倍内閣総理大臣
から各閣僚に対して、自治体からの要請を待つこと
なく先手先手で対策を進めること、要請に対しては
各省庁が情報を共有し、連携して、迅速に対応する

よう指示を出し、本部会議は終了しました。引き続
いて行った臨時の閣議では、災害緊急事態の布告に
伴い閣議決定が必要な「災害緊急事態の対処に関す
る基本的な方針」について決定しました。

その後、安倍内閣総理大臣は、小此木防災担当
大臣立ち合いの下で記者会見室において模擬会見
を行いました。NHK の生中継を通じ、国民に対し、
政府の対応状況や方針を伝えるとともに、安全な場
所に避難するなど、命を守る行動をとること、食料
や生活必需品の買いだめ、買い急ぎを自粛すること、
お互いに助け合い、落ち着いて行動すること等、協
力を呼びかけました。

九都県合同防災訓練現地調査訓練

「九都県市合同防災訓練」は、関東圏の９つの地
方公共団体により、合同で行なわれる防災訓練です。
今年度は川崎市直下を震源とする最大震度７の地震
が発生したことを想定し、川崎市の東扇島東公園や
川崎マリエン等を会場として実施されました。政府
では、この訓練と連携して、安倍内閣総理大臣によ
る視察や小此木防災担当大臣を団長とする政府調
査団の現地調査訓練を行いました。
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会見を通して国民に協力の呼びかけを行う安倍内閣総理大臣（官邸ホームページより）

命を守る 防災訓練



まず、安倍総理は、ヘリコプターで都内から、会
場内のヘリポートへ移動し、到着後、市民が孤立し
た東扇島から非常用の防災用浮き桟橋と川崎市港
湾局の巡視船を用いて、避難する訓練を視察いたし
ました。この訓練の避難者役として、地元中学生が
多数参加しました。

次に、製油所の貯蔵タンクで火災が発生したとい
う想定の下、消防車及び消防艇による一斉消火訓練
を視察しました。この訓練では、横浜市消防局のド
ラゴンハイパー・コマンドユニットによる放水も行わ
れました。

川崎マリエン会場では、川崎市が新たに発行する、
地域や家庭で、気軽に防災訓練を企画し、実施し

てもらうためのツール「みんなで訓練 48」の一部を
市民体験型訓練として実施いたしました。また、同
会場内では、安倍総理が地元の小・中学生とともに、
無事避難できたことを救助隊に周知するための黄色
いタオルを扉に掛ける訓練や、身近にある毛布と物
干し竿を用いて簡易担架を作成し、負傷者と見立て
た人形を運搬する訓練に参加いたしました。

最後に、安倍総理は東公園会場の観覧スタンドで、
消防、警察、自衛隊等が参加した救出救助訓練を視
察しました。この訓練では、中高層建物の倒壊や自
動車の多重衝突事故等の現場に取り残された人がい
るとの想定の下、参加各部隊が保有する装備品を駆
使するとともに、救助犬を用いて、ガレキ等の中から

要救助者を捜索し、救出を行いました。
地元消防団の一斉放水による消火訓練
をもって予定していたすべての訓練は無
事終了しました。

当日は、天候にも恵まれ、訓練会場
には多くの市民が訪れ、防災関係機関
にとっては日頃の鍛錬の成果を披露す
る場になったとともに、訓練に参加した
一般の方々にとっても、日頃から自助・
共助・公助の重要性を考える良い機会
となりました。
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製油所内での消火訓練

簡易担架作成訓練に参加する 

安倍内閣総理大臣 

（官邸ホームペ
ージより）

命を守る 防災訓練



�FEMA National Level Exercise 
2018の視察

FEMA は、天災人災問わず米国で発生する大規
模災害対応を専門とする米国国土安全保障省の中の
機関であり、災害に際して、連邦機関、州政府、そ
の他地元機関の業務を調整する役割を担っていま
す。FEMA には、米国全土に 10 か所の地域事務所
が存在するほか、各州に下部組織が存在します。

FEMA NLE は、2012 年以来 2 年に一度行われて
いる国家レベルの防災訓練のことです。2012 年（サ
イバーインシデント）、2014 年（地震・津波）、2016
年（テロリスト）に続き、2018 年の本訓練では、大
西洋で発生するハリケーンを想定して行われました。

本訓練では以下の 4 つを課題として設定しました。
1.	 ハリケーン上陸前の防御行動
2.	 復旧・復興計画と並行した持続的な対応
3.	 自然災害発生時における事業継続
4.	 停電による影響

これら課題に係る能力を、政府・民間・NGO 等
全てのレベルにおいて検証・確認することを訓練の目
的とし、2018 年は 260 以上の組織が参加しました。

内閣府は今次訓練にオブザーバーとして参加しまし
た。まずワシントン D.C. にある FEMA 本部内、次に
フィラデルフィアにある FEMA Region Ⅲ（第 3 地域
事務所）内の災害対策本部で実施されている図上訓
練の様子を見学しました。訓練参加者は通常業務と
並行して訓練に参加しており、2 週間の中でローテー
ションを組んで参加していました。次に、メリーラン
ド州の様々な場所で行われている、通信、救出・救助、
医療に関する実動訓練を見学しました。

FEMA NLE から参考になる点としては、以下が挙
げられます。

1.	 スマートフォンやタブレットの利用：
スマートフォンやタブレットを利用して、訓練参加
者全体での情報共有が図られていました。

2.	 リアリティの高いニュース映像の訓練への利用：
頻繁に更新されるリアリティの高いニュース映像
を流すことにより、訓練の臨場感を高め、被害状
況等の共有が図られていました。

3.	 同じシナリオ（想定）に基づく異なる訓練（図上、
実動）の連携：
様々な場所で様々な訓練が行われていましたが、
それら全てが同じシナリオに基づいて行われてい
ました。

FEMA との交流を今後とも継続し、FEMA NLE
からより多くの知見を得たいと考えます。

米国連邦緊急事態管理庁（以下 FEMA）が主催する防災訓練、FEMA National Level Exercise 
（以下 NLE）が 2018 年 4 ～ 5 月に実施され、訓練及び訓練に関する施設等を視察しました。
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内閣府 ( 防災担当 ) 地方・訓練担当

メリーランド州 Camp Fretterd で行われた通信訓練（実動）
の様子

メリーランド州 Edgewood Area で行われた医療活動訓練
（実動）の様子

アメリカの防災訓練に学ぶ

命を守る 防災訓練



首都圏には政治・経済の中枢機能が集中していま
す。そのため、首都直下地震や南海トラフ地震など
の大きな災害が発生した場合、被害やその影響は
広範囲に及ぶと想定されています。

こうした災害の被害を自治体間の連携で最小限に
抑えることを目指して行われているのが「九都県市合
同防災訓練」（以下、「合同防災訓練」）です。合同
防災訓練は、昭和 55 年 (1980) に埼玉県、千葉県、
東京都、神奈川県、横浜市、川崎市の六都県市に
よって始められ、その後、千葉市、さいたま市、相
模原市が加わり、平成 22 年 (2010) から九都県市
で実施しています。

合同防災訓練は、毎年 9 月 1 日の「防災の日」、
または 8 月 30 日から 9 月 5 日の「防災週間」に、
九都県市に設けられる会場で、大地震に備えた広域・
応受援訓練、災害対策本部訓練、救出救助訓練、
津波対策訓練などを連携・協力して実施します。

毎年持ち回りで担当する幹事都県市には、合同
防災訓練の主会場が設置されます。39 回目となる
今年は川崎市が幹事都県市となり、9 月 1 日に川
崎区東扇島の主会場を中心に訓練が行われました。

川崎市直下を震源とするマグニチュード 7.3、最大
震度 7 の地震が発生したことを想定した訓練には、
警察、消防、自衛隊、病院、自主防災組織など約
140 機関、観覧した市民も含めると約 8000 人が参
加しました。

川崎市危機管理室の並木麻・九都県市合同防災
訓練担当課長は訓練の意義を次のように話します。

「大災害が発生した場合、救援救助など様々な場
面で、政府や他の自治体、消防、警察、自衛隊な
ど多くの機関との連携が必要になります。合同防災
訓練は、そうした機関との連携を実践する大きな機
会です。訓練を準備する過程で、担当者と顔の見え
る関係を築けることも重要です。」

川崎市は合同防災訓練に合わせた啓発活動とし
て、東扇島中公園で「こども防災塾」を 8 月 31 日
から1 泊 2 日で NPO と協働で開催、市内の小学生
とその保護者約 100 組が参加し、テント組立、非
常食炊き出し、投光器組立などを体験しました。こ
の他、市内に 7 つある全ての区で今年度中に 2 回
の総合防災訓練を実施して、地域防災力強化を進
めます。
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川崎市川崎区で開催された九都県市合同防災訓練で行われた救助救出訓練 

九都県市の連携で首都圏を守る

命を守る 防災訓練

内閣府 ( 防災担当 )　普及啓発・連携担当



臨海部事業所会場
臨海部事業所会場周辺は、石油などの危険物を大

量に扱う事業所が多いことから、製油所での災害を想
定して訓練を実施、東亜石油株式会社と国・自治体
の防災関係機関との連携で行われました。海上では、
海上保安庁の巡視艇や川崎市、東京都、横浜市の消
防艇などが、オイルフェンスの展張、海面への一斉放
水などの訓練を行いました。陸上では東亜石油㈱の自
衛防災隊、扇島共同防災協議会に加え、川崎市と東
京都の大型化学高所放水車や横浜市の「ドラゴンハイ
パー・コマンドユニット」が、石油タンクへの放水訓練
を行いました。

マリエン会場
広場や体育施設のある「川崎マリエン」の広い駐車

場では、NPO、自主防災組織、企業など様々な団体
が訓練や啓発活動を行う防災イベント「備える。フェス
タ」が開催されました。安倍総理も会場を訪れ、毛布
と物干し竿で組み立てた簡易担架で負傷者を搬送する
訓練や、「無事です」と書かれた安否確認用の黄色い
タオルを利用した訓練に、地元の小中学生と共に参加
しました。会場では、川崎市が作成した防災訓練事例
集「みんなで訓練 48」を使った体験型訓練や防災絵
本「ダイジシーンからのおねがい」の読み聞かせなども
行われました。

東公園会場
人工海浜やグラウンドを有する広大な東扇島東公園

では、消防、警察、自衛隊などから多数の部隊が参加
し、発災からタイムラインに沿って、様々な実動訓練が
行われました。訓練は、参加者全員によるシェイクアウ
ト訓練で始まり、負傷者応急救護、クレーン車などを
使った車両や障害物の撤去、倒壊したビルでの救助犬
による捜索、土砂崩れで埋まった木造家屋からの救出、
化学工場での NBC 災害への対応などの訓練が行われ
ました。最後は、地元の消防団による一斉放水でしめ
くくられました。
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消防艇などにより行われた、海面へのオイルフェンスの
展張や放水の訓練

安否確認用の黄色いタオルを利用した訓練に参加する 
安倍総理

川崎市の消防団による一斉放水

命を守る 防災訓練



JICA 専門家（ベトナム農業農村開発省　水資源防災管理アドバイザー）　舘健一郎

1 ベトナムの災害

筆者がJICA 専門家としてベト
ナム・ハノイに派遣されてから
２年近くが過ぎようとしています。
ハノイでは、暑い時期になると、
しばしば急な豪雨に見舞われま
す。ポツポツと振り出したと思っ
たら、見る見る間に日本では経験
したことがないような土砂降りに
なり、少し油断すると全身びしょ
ぬれになります。また、排水の悪
い場所では、道路や家屋がしば
しば浸水します。
このような経験をするたび、ベ

トナムはつくづく風水害の多い国
だと実感します。毎年、台風や熱
帯低気圧による強風、洪水氾濫
や高潮、土砂災害が頻発し、大
きな被害を及ぼしています。

図-1は、主要な災害種に関す
る2007年から2017年の災害被
害の地域分布を示したものです。
南北に1,650kmと長く、海岸沿
いの低平地から、北部やラオス
国境の山岳地帯、北部の紅河お
よび南部のメコン川の広大なデル
タまで地形変化に富んだ国土は、
地域によって異なる様相で災害被
害をもたらしています。

2 防災に関する体制整備

ベトナムの防災は、現在の農
業農村開発省（MARD）の農業
水利部門を担当する水資源総局
が担ってきました。これは、風水
害の被害が大きいことから、農
業水利の整備と合わせ、堤防整
備や洪水調節機能も有するダム

（貯水池）整備等が進められてき
た経緯によるものです。
近年のベトナム国内外での防

災の重要性の認識の高まりを受
け、2013 年に防災法が制定され
ました。同法に基づき、全ての災
害種を対象に、予防から緊急対
応、復旧のフェーズまで一連で
対処するための制度構築が進め
られています。さらに、2017年
8月には、MARDに水資源総局
から分離独立する形で防災総局
（VNDMA）が設立され、中央か
ら地方の組織体制の整備等に力
が注がれています。
しかしながら、中央の防災

の司令塔である中央災害対策
委員会は、一ライン省庁である
MARD大臣が委員長を務めてお
り、様々な関係セクターを含めた
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図 -1　災害被害の地域分布（MARD の統計データに基づき JICA 業務で作成）

ベトナムを支える日本の防災知見



国全体での「防災の主流化」は
途上にあるといえます。

3 防災計画の策定と実施

仙台防災枠組 2015-2030の7
つのグローバルターゲットの一つ
が、国家・地方の防災戦略の策
定です。ベトナムでも、防災法に
より、中央から各レベルの地方に
おける防災計画の策定が規定さ
れており、策定が急務となってい
ます（今年 7月２日時点で、日本
の都道府県に当たる省のレベルで
は、43/63 省で策定済み）。しか
しながら、各地方では、十分な
予算や人員もないなかで、手探り
で計画づくりを進めている状況で
あり、その質的な向上も重要です。
具体的には、気象・水文観測

データや過去の災害の被害に係
るデータの蓄積や整理が十分で
はないため、起こりうる災害の発
生頻度、規模や被災形態の想定
や、災害対策により目指す目標（ど
のように、どこまで被害を軽減す
るのか）の設定が十分でないこと
が課題といえます。

4
�ハード（構造物）、 
ソフト（非構造物）
がバランスした対策

紅河デルタを含む北部の河川
では、過去から堤防の整備が進
められてきました。一方、台風常
襲地帯の中部では、多くが無堤
であり、洪水期には広範囲が長
期にわたり浸水します。今後の
急速な経済発展を念頭に置くと、
堤防等のハード対策により、どの
レベルまで洪水のハザードを軽減
すべきか真剣に議論し、そのうえ
で総合的な対策を実施すべき時
期が来ていると感じています。
また、気象・水文観測体制の整

備と、予警報等へのデータ活用も
十分とはいえません。現在、JICA
は、無償資金協力「水に関連する
災害管理情報システムを用いた緊
急のダムの運用及び効果的な洪水
管理計画」により、気象・水文観
測の強化と、情報システムの導入
によるダム操作の改善等を支援し
ています。このプロジェクトが、災
害情報の活用強化のさらなる展開
につながることが期待されます。
近年、ベトナム北部の山岳地帯

では、土石流や地すべり等の土砂

災害が頻発しています。実用性の
高いリスクマップの整備、早期警
報の導入や家屋移転等の対策の総
合的な実施が必要とされています。

5 「ベトナム防災優先
プログラム」の策定

今年 6月、MARD 防災総局
は、JICAの支援を受け、ベトナ
ムの災害の現状と仙台防災枠組
2015-2030を踏まえた6つの優
先プログラムを特定した「ベトナ
ム防災優先プログラム」（時点版）
を作成しました。

今後、この優先プログラムに
基づくベトナム独自の取組、国際
的な支援の強化が期待されます。
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写真 - 1　2017 年 11 月の Hue 市近郊の浸水状況（筆者撮影） 写真 - 2　2017 年 8 月に発生した Son La 省の大規模土石流の現場
（筆者撮影）

優先プログラム

1.	実践的な災害情報マネジメント
の確立

2.	より良い調整のための体制整備
3.	全てのレベルにおける防災計画
策定と計画に基づく優先投資

4.	暴風雨、洪水及び干ばつに	
関連する総合防災対策の実施

5.	地すべり及び土石流対策の実施
6.	気候変動に適応した持続的な	
メコンデルタ開発のための	
生産・生計手段の再構築



内閣府（防災担当）　普及啓発・連携担当

平成 30 年 7 月豪雨災害で特
に甚大な被害が発生した岡山、
広島、愛媛の３県では、発災直
後に、地元の社 会福 祉協議 会
や NPO 団体を中心に、全国災
害ボランティア支援団体ネット
ワーク（JVOAD） の支 援 の下、
NPO・ボランティア団体等の情
報共有・活動調整を図る場とし
て３県それぞれで情報共有会議
が立ち上がった。この情報共有
会 議には、 それぞれ の県 内で
活動する NPO・ボランティア団
体、社会福祉協議会、内閣府、
県、市町等が参加し、定期的な
会議開催を通じて、被災家屋の
土砂のかき出し、避難 所運営、

在宅避難者支援など様々な分野
での被 災者支援に関してヌケ・ 
ムラ・オチ・モレがないよう情報
の共有が行われている。また、
これらに加えて、今回初の試み
として全国情報共有会議を東京
で立ち上げ、JVOAD をはじめと
する主要な支援団体、社会福祉
協議会、内閣府や関係省庁参加
のもと、機材・物資支援、ボラ
ンティアの参加促進など広域的
な対処が必要となる課題の解決
に向けて定期的に議論を行って
いる。

同様の取組は平成 30 年 6 月
18 日に発生した大阪北部地震の
際にも実施されており、おおさか

災害支援ネットワーク（OSN）を
中心として災害時連携会議が開
催された。

なお、これらの災害に先立つ
平成30 年6月12日、13日に第 3 回
災害時の連携を考える全国フォー
ラムが、JVOAD 主催、内閣府お
よび災害ボランティア活動支援
プロジェクト（支援 P）共催のも
と東京都墨田区で開催された。
同フォーラムのオープニングセッ
ションでは、小此木八郎内閣府
特命担当大臣（防災）から、同
フォーラムが行政とボランティア
団体、あるいはボランティア団体
同士の連携がますます深まる契
機となり、また連携が被災者支
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「三者連携」でモレのない 
被災者支援

会議名称 活動内容 事務局・呼びかけ人

岡山県 災害支援ネットワークおかやま

1．�情報共有や連携の場の�
提供

2．�課題の整理と連携企画の�
調整

3．�災害 VCの支援

・�特定非営利活動法人岡山NPO�
センター

・�岡山県社会福祉協議会

広島県
平成 30 年 7月豪雨災害支援
ひろしまネットワーク会議

1．情報共有
2．�意見交換

・�特定非営利活動法人ひろしまNPO
センター

・�特定非営利活動法人全国災害�
ボランティア支援団体ネットワー
ク（JVOAD）

愛媛県
えひめ豪雨災害・支援情報・
共有会議

1．情報共有 
2．�参加者同士の名刺交換�
など

・�愛媛県社会福祉協議会
・�特定非営利活動法人えひめ 311
・�特定非営利活動法人えひめ�
リソースセンター　 ほか



援や災害予防の更なる向上に繋
がる事を期待するとのご挨拶をい
ただいた。また、同フォーラムの
内閣府主催セッションでは、本

年 4 月に内閣府が公表した「防
災における NPO・ボランティア等
との連携・協働ガイドブック」（本
誌 No.91 平成 30 年夏号参照）を
テーマに行政と災害ボランティア 
センター（社会福祉協議会）、NPO・
ボランティア等の「三者連携」の
重要性について議論を行った。

東日本大震災をはじめこれま
での多くの災害の教訓・反省を踏
まえ、特に平成 28 年熊本地震
以降は、三者連携を基本とした
連携・協働の形が定着しつつあ
る。一方、こうした情報共有会議
による連携・協働の枠組みは災
害発生後に急遽形成される傾向
にあり、本来は平時の段階から

地域の関係者が事前準備をして
おくことが望ましい。このため、
内閣府では各地での研修会開催
等を通じ特に行政職員の意識を
高めることにより、三者連携を推
進していくこととしている。

http://www.bousai.go.jp/kaigirep/kentokai/bousai_volunteer_kankyoseibi/ 
pdf/h3004guidebook.pdf

13ぼうさい    平成 30年　秋号  （第 92号）

NPO

30 4

Cabinet Office, Government of Japan

平成30年7月豪雨におけるボランティア・NPO団体による被災者支援

・平成30年7月豪雨の被災地では、全国から被災地支援に精通したボランティア・NPOが、 
　一般家庭の土砂出し、避難所運営支援、被災者のケア、災害ボランティアセンターの運営 
　支援などの活動に従事。 

・県別に情報共有会議が開催され、団体間の情報共有・活動調整を行う。 
　会議には、全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）、社会福祉協議会、 
　ＮＰＯが参加。

情報共有会議

内閣府・県庁

NPO等

市町村 被災者

被災者被災者

マッチング マッチング

要望

ボランティアの申し出 一般・団体ボラン
ティアの受け入れ

避難所の環境整備 プレイルーム（子供のケア）一般家庭の土砂出し 役割分担の調整

JVOADによる調整

災害 
ボランティア
センター
社会福祉協議会

オープニングで挨拶する小此木大臣

平成 30年 7月豪雨におけるボランティア・NPO団体による被災者支援

本ガイドブックは、内閣府防災担当の HP に公表しておりますので、ご参照ください。



内閣府（防災担当）　普及啓発・連携担当

TEAM 防災ジャパンは、内閣
府（防災担当）が運営する防災
に関するあらゆる情報が集約さ
れたポータルサイトです。全国各
地で行われている防災イベントの
紹介、防災に関連するニュース
や防災教育コンテンツの提供を
行うほか、様々な団体が作成して
いる防災に関する資料などを集約
しています。

また、TEAM 防災ジャパンは、
ウェブ上での情 報発 信に加え、
防災リーダーの間に、顔が見える

（オフラインの）つながりを作るた
め、オフラインミーティングを開
催しています。

平成 30 年６月９日（土）には、
第 3 回目のオフラインミーティング
が名古屋大学減災連携研究セン
ター減災館において、約 130 名
が参加して開催されました。

名古屋大学減災 連 携 研究セ
ンター減 災 館は、 地下の 免 震
装置と屋上の振動実験室によっ
て建 物 全 体を振 動実 験に用い
ることができるなど、世界初の
試 みが 取り入れられています。 
オフラインミーティングでは、振
動実験の体験や、減災館を一周
して、 建 物 の 免 震 構 造、 防 災
ギャラリー、防災ライブラリーな
ど最先端の防災研究施設の見学

も行いました。
今回のオフラインミーティング

は、名古屋における防災の取組、
減災館・みんな元気になるトイレ
見学ツアー、ポスターセッション
＆ディスカッション、プレゼンテー
ション、パネルディスカッションな
ど充実した内容で行われました。

特に、プレゼンテーションで
は、各地域の防災リーダーによ
る取組や課題の発表、質疑応答
が行われ、各地域の取組や課題
が参加者へ共有され、防災リー
ダー間のつながりがさらに広がり
ました。

今後は、10 月 13 日（土）に
「ぼうさいこくたい２０１８」そな
エリア（東京臨海広域防災公園）、
２月に神奈川県湘南地区で、オフ
ラインミーティングが開催されま
す。皆様のご参加をお待ちしてお
ります。
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名古屋大学減災連携研究センター減災館

名古屋大学減災連携研究センター減災館で開催された TEAM防災ジャパンの
オフラインミーティング

「TEAM防災ジャパン」でつながる
防災リーダー



 1 平成30年版 
防災白書の特徴

防災白書は、災害対策基本法
に基づき、毎年、通常国会に報
告することとされている法定白書
です。昭和 38 年に刊行が開始
され、今回で 56 回目の刊行とな
ります。今年は平成 30 年６月 12
日に閣議決定の上、国会に報告
されました。

今回の報告内容は、平成 28
年度に防災に関してとった措置の
概況、平成 30 年度の防災に関す
る計画の法定報告事項の他、平
成 29 年度に重点的に実施した施
策の取組状況を報告しています。
このうち、特集の概要についてご
紹介します。

2
「特集　気象災害の脅威
～九州北部豪雨災害等を中心に～」
の概要

近年、世界中で大規模な気象
災害が頻発しており、特に暴風雨
や洪水などによる水災害が多発し
ています。特集テーマは平成29年
に日本で最も大きい災害であった

「平成 29 年 7 月九州北部豪雨」
を中心に「気象災害の脅威」とし
ました。九州北部地方におけるこ
れまでの観測記録を更新する大
雨により、福岡県、大分県の両県

では、死者 40 名等の人的被害
のほか 1600 棟を超える家屋の
全半壊等の甚大な被害が発生し
ました。

この災害では、多くのボランティ
ア・NPO 等が被災地に入り多岐に
わたる支援活動を行いました。平
成 28 年の熊本地震における「熊
本地震・支援団体 火の国会議」
に続き、行政とボランティア・NPO
等の連携の場の構築が定着してき
ていることが明らかとなりました。

また、政府においては、緊急
災害対策派遣隊（TEC-FORCE）
や各省庁職員等を現地に派遣し、
ドローン等も活用して被害状況を
把握しました。

さらに、今後、本災害で被害
を受けた河川に対し緊急・集中的
に治水機能を強化するほか、概ね
３年間で土砂・流木捕捉効果の
高い透過型砂防堰堤（えんてい）
の整備などを全国の中小河川で
実施します。

今回の災害では、福岡県朝倉
市の行政と住民の協力による「自
主防災マップ」の作成・全戸配布
や、福岡県東峰村の避難行動要
支援者支援計画に基づく避難訓
練の実施など、日頃の防災活動
により、住民の円滑かつ迅速な
避難につながった例があります。 

全国どこでも住民が自助・共助

の取組を平時から行なっておく習慣
（心がけ）が必要です。行政側も
住民自らの判断で早期に避難する
重要性について啓発し、住民の理
解を深めていきましょう。

防災白書で知る 
「気象災害の脅威」

内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当
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●参考：7月 5日 0 時～7月 6 日 24 時の観測データ（九州北部地方） 
 
・期間降水量分布図（7月 5 日 0 時～7月 6 日 24 時） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

朝倉市杷木地区の流木の様子

流木捕捉効果の高い透過型砂防堰堤
（えんてい）

（出典：気象庁）

崖崩れ・地滑り土石流 高潮・津波

黄色の注意図記号がある場所については、当該図記号が示す災害が
そこで発生する可能性があるため、地震発生直後や豪雨時等には
近寄らない様に心がけること。

災害種別避難誘導標識システムにおける注意図記号

災害が発生し、または発生するおそれがある場合、災害対策基本法に基づき
市町村長から以下のような避難勧告等が出されます。

避難勧告等により住民に対して求める行動

避難準備・
高齢者等避難開始

避難勧告 避難指示
（緊急）

● 既に災害が発生していてもお
かしくない極めて危険な状況
となっており、未だ避難してい
ない人は、予想される災害に対
応した指定緊急避難場所へ緊
急に避難する。

● 指定緊急避難場所への立退き
避難はかえって命に危険を及
ぼしかねないと自ら判断する
場合には、「近隣の安全な場所」
への避難や、少しでも命が助か
る可能性の高い避難行動とし
て、「屋内安全確保」を行う。

● 予想される災害に対応した指
定緊急避難場所へ速やかに立
退き避難する。

● 指定緊急避難場所への立退き
避難はかえって命に危険を及
ぼしかねないと自ら判断する
場合には、「近隣の安全な場所」
への避難や、少しでも命が助か
る可能性の高い避難行動とし
て、「屋内安全確保」を行う。

● 避難に時間のかかる要配慮者と
その支援者は立退き避難する。

● その他の人は立退き避難の準
備を整えるとともに、以後の防
災気象情報、水位情報等に注意
を払い、自発的に避難を開始す
ることが望ましい。

急激な水位上昇のおそれが
ある河川沿い等では、避難準
備が整い次第、立退き避難す
ることが強く望まれます。

※必ずしも（この順番で）段階的に発令されるものではない

防 災 白 書
平成30年版

平
成
30
年
版

内
閣
府

防
災
白
書

定価（本体2,900円＋税）

http://www.bousai.go.jp/kaigirep/
hakusho/index.html

こちらからダウンロードできます。



避けられない自然の猛威

大地震や火山の爆発は地中の
マントルの対流を原動力とした地
殻の動きが起こします。これは
地球の営みであり止めることはで
きません。干ばつ、豪雨、豪雪、
強風は大気の動きと海から蒸発
する水蒸気の動きによって起こり
ます。地球温暖化の影響はこれ
らの気候変動を激しくしています
が、気象を穏やかにすることは簡
単ではありません。自然災害を減
じるためには、自然の猛威を受け
る側の人間社会を強くする方法し
かありません。

危険の少ない適地の選択

日本のように山地が多く、平地
の少ないところでは難しいことで
すが、住宅、村やまち、都市を
できる限り自然の猛威の影響を
受けにくいところに作るべきです。
東日本大震災（2011）の大津波
による大災害、西日本豪雨災害

（2018）などは、適地でないとこ
ろに人々の生活と活動の場を広げ
た失敗です。ただ、人々には日々
の生活や社会の経済活動があり、
人には各種の悩みもあり、災害を

減じることだけを目的として生き
ているわけではないので、危険
性のある地に村やまちが広がって
しまいます。この動きを止めるこ
とも容易ではなく、自然の猛威は
人々の活動・生活の場に襲ってき
て、自然災害が起きます。

構造物の強さと破壊

次に重要なことは、丈夫で長
持ちするインフラと建築により、
村やまち、そして都市を強く構築
することです。地域ごとに自然の
猛威を想定して、これに耐えうる
ように構造物は建設されます。資
金の制約や技術の限界もあり、
絶対に壊れない構造物を作るこ
とはできません。知りえない自然
現象、設定を超える自然の猛威、
技術の未熟と過信も原因となり
構造物は壊れてしまいます。

濃尾地震（1891）の橋梁の破
壊から西日本豪雨（2018）の堤
防決壊まで、約 130 年の間に、
構造物の破壊による自然災害は
止まりません。この中で東日本大
震災の原子力発電所の爆発には、
特に反省すべきことが多いと思い
ます。

防災と減災

残念ですが、自然災害は将来
にも起こると考えねばなりません。
東日本大震災のあとに政府が明
言しましたが、数十年に一度の自
然の猛威には「災害が起きない」
ことを目指す「防災」、数百年に
一度の自然の猛威には「災害は受
けるが人命を守る」ことを目指す

「減災」の二段階の考え方が取り
入れられました。

この考え方は、95 年前の関東
大震災以降、日本の建築物の耐
震設計で使われています。建築
基準法は、日本国憲法第 29 条
の「財産権を侵してはならない」
に基づき制定された最低基準で、
数百年に一度しか起こらない大地
震に対して「絶対に壊れない建築
物を作れ」と市民に強要していま
せん。命を守るために建築物の
倒壊は防ぎますが、傾いてしまい
地震後に使えなくなることを許容
した「減災」の考え方です。

振り返ると、徹底した防災は求
めておらず、社会は減災しか求め
ていません。結果として、次の自
然災害は日本のどこかで必ず起こ
ります。

防災に関わる学術界と府省庁の
新たな連絡会の発足

防災学術連携体運営幹事、東京工業大学名誉教授　和田章
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災害後の救助・緊急医療と
復旧・復興

熊本地震（2016）では関連死
も含めて約 250 名以上の人々が
亡くなり、西日本豪雨災害（2018）
では死者・行方不明の方は 200
名を超えています。21 世紀の今

「減災」ですら満たされていない
ことは残念です。地震の予知は
不可能ですが、気象の予測精度
は日々高まっています。風水害の
発生する前の避難を確実に行い、
人命を守ることに努力しなければ
なりません。

災害発生後には、救助・救命、
緊急医療の活動が重要です。全
てを述べることはできませんが、
住宅の破壊、道路や鉄道の不通、
生活品、食料、水や電気の供給
不能などにより、平常では便利な
社会が一変して不便な社会に変
わります。下水設備の破壊、多く
の災害廃棄物など、普段にはな
い大きな問題も発生します。発生
直後に各地の建設会社の活動が
始まり、消防団、警察や自衛隊
の活動によって社会は少しずつ安
定に向かいます。

日本では、復旧・復興は国の
予算で補うことが多いのですが、
西欧では保険制度が補っていま
す。中国では多くの大きな都市が
互いに保険制度をつくり、市の復
旧・復興を保険金で補うことが検
討されています。

人口・産業・経済の過度の
集中と甚大な災害

最も注目すべきことは、東京・
大阪・名古屋などの大きな都市
に人口や産業、行政が集中して
いることです。南海トラフの地震
が迫っているなかで、太平洋ベル
ト地域に産業が集まっていること
も大問題です。自然災害は集積
都市に起きるほど大きくなります。
経済重視の過度の都市集中を抑
制し、日本の国土全体の有効利
用を目指すべきです。さらに、災
害で失うものの多い大都市では、
公的な構造物から私的な住宅ま
で、現行の最低基準を超えてさ
らに丈夫に作るべきです。都市の
大災害が公共に与える損害の拡
大を抑える意味で、日本国憲法
の財産権の侵害にはあたらない
と思います。

分野を超えた学術連携の 
必要性

自然の猛威に関する理学分野、
地理から地質と地盤を扱う分野、
人々の暮らし、産業の場所を考
えるまち作りや都市計画の分野、
防 波堤・防 潮 堤、ダムや河川、
橋梁、高速道路網、鉄道網を扱
う土木分野、住宅から多くの建
築物を設計し建設する建築分野、
エネルギー分野、災害発生後の
人々の活動を扱う分野、緊急医療
と看護の分野、被災地の人々の

心の問題、まちや都市の復旧復
興、これらを総合的に考える法
制上の問題、経済問題、政治・
行政などの分野、防災減災とより
良い災害復興には多くの分野が
関わっています。

一人の人間の「からだ」は全
体でネットワークを構成していま
す。西洋医学では、肺、心臓、
肝臓のように臓器ごとにその健
全性や機能を分析し、病気を治
そうとします。東洋医学では、す
べての臓器は互いに関係し合っ
ていることを前提に、病気を治そ
うとします。防災減災とより良い
災害復興のためには学問がバラ
バラに活動していたのでは対処で
きません。東洋医学のように、す
べての学問が互いを知り、垣根
を取り払って連携して活動する必
要があります。

防災学術連携体の活動

東日本大震災（2011）を受け
地震津波災害に関わる学術連携
を進め、2016 年 1 月には自然災
害全般への防災減災・災害復興
を対象に、より広い分野の学会
の参画を得ながら、研究成果を
災害軽減に役立てるため「防災
学術連携体」を創設しました。

「防災学術連携体」には現在
56 の学会が参加し、日本学術
会議には「防災減災学術連携委
員会」が設立され、両者の協力
により意義ある連携活動が進め
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Japan Academic Network for Disaster Reduction 
防 災 学 術 連 携 体

防災減災・災害復興に関する学会ネットワーク

日本学術会議 防災減災学術連携委員会とともに活動

防災関連の学術総合ポータルサイト　https://janet-dr.com/

られています。内閣府に設けら
れた防災推進国民会議には学術
分野からの代表としてこの２つの
組織が参加し、山極壽一（日本
学術会議会長）と米田雅子（日
本学術会議会員・防災学術連携
体代表幹事）が議員を務め、防
災推進国民大会でも大きな市民
向けの催しを開いています。

学術界と府省庁の新たな 
連絡会の発足

防災減災は個人の力では完結
できず、行政の役割が大きいこと
は間違いありません。学術分野
の研究成果が国や地域の防災・
減 災 対 策に反映されるように、
また地域の防災現場のニーズが
研究に反映されるように、学術と

行政組 織との連携が必要です。
防災学術連携体の次の活動とし
て、学術界と府省庁の新たな定
例の連絡会を 2018 年 6 月 5 日
にスタートしました。自然災害の
発生を皆無にすることは難しい
のですが、多くの学術分野、そし
て行政との連携を進めることによ
り、災害を軽減する努力を惜し
みなく続けたいと考えています。
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1 アジア防災閣僚級 
会議とは

アジア防災閣僚級会議とは、
アジア各国の防災を担当する閣
僚級が集い、各国での「仙台防
災枠組 2015-2030」（2015 年 3
月に採択）の実施状況や推進方
策について意見交換を行う会議
です。毎年、アジア各国における
災害リスク被害を軽減するための
取組の成果と課題を共有し、今
後起こり得る災害への対策を総
括するため開催されます。

今年で第８回目となる当会議
は、モンゴル政府と UNISDR（国
連国際防災戦略事務局）の共催
により、モンゴル・ウランバート
ルにおいて、7 月 3 日から 5 日の
日程で開催されました。約 50 カ
国と地域から約 3000 人（事前の
参加登録人数）が参加しました。
日本政府からは、あかま副大臣
が代表として会議に出席しました。

2 会議の概要

1. 閣僚級セッション 

日本政府を代表して、あかま副
大臣から「仙台防災枠組」の支持
及びその実施に向けて日本の取組
を紹介するスピーチを行いました。
日本は仙台防災枠組の優先行動１

「リスクを理解する」への取組を
重視し、南海トラフ地震に対する
防災政策を推進することを述べ、
防災政策の基本である仙台防災
枠組のターゲット E：防災戦略に
ついても日本の DRR ガバナンスを
紹介し、実践例として先導的な役
割を果たしたい旨を述べました。

2. �テクニカルセッション２ 
「防災ガバナンス」
災害リスクを管理するための防

災政策の強化「防災ガバナンス」
をテーマとして、あかま副大臣が
議長を務め、UNISDR 水鳥代表
を含む 5 人のスピーカーと司会の
参加を得て、仙台防災枠組の優
先行動２「災害リスク軽減のため
のリスクガバナンス」に関する課
題や取組状況、ターゲット E「2020
年までに国・地方レベルの防災
戦略を作成する国を増やす」を
2020 年までに実現することにつ
いてパネルディスカッションが行
われました。本セッションでは、

議長より①長期的な防災に関す
る戦略を国・地方政府で打ち立て
ることの重要性、②地方政府・地
区レベルの取組強化が重要な役
割を示すこと、③女性、高齢者、
障害者の参画を得た包摂的なア
プローチへの取組が不可欠であ
ることを指摘しました。

3 その他 

今 会 議 で は、 田 嶋 熊 本 県
副 知 事 が、Build Back Better

（より良い復興）に関するセッ
シ ョン、 高 橋 仙 台 市 副 市 長
が、International Recovery 
Platformに関するセッションでス
ピーチを行いました。

今次会議の成果としては、「ウ
ランバートル閣僚宣言」「アジア
地域行動計画 2018-2020」が取
りまとめられました。日本政府と
して、「仙台防災枠組」のさらなる
推進に向けて取り組んで参ります。

災害に強いアジアに向けて：
アジア防災閣僚級会議の開催

内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当

閣僚級セッション モンゴル政府との会談
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東日本大震災、平成 28 年熊
本地震の教訓を踏まえ、いつ起
こるか分からない災害に備えるた
め、内閣総理大臣の指定する救
助実施市の長による救助の実施
に関する制度を創設することとす
る「災害救助法の一部を改正す
る法律（平成 30 年法律第 52 号。
以下「改正法」といいます。）」が
平成 30 年６月に成立し、公布さ
れました。ここでは、この改正法
について紹介いたします。

1 改正法の経緯

平成 28 年４月に発生した熊本
地震の対応の中で、災害救助の
役割に関する課題が改めて認識
され、平成 28 年 12 月に中央防
災会議熊本地震を踏まえた応急
対策・生活支援策検討ワーキング
グループがとりまとめた「熊本地
震を踏まえた応急対策・生活支
援策の在り方について」において、

「より迅速、的確な救助の実施、
災害救助の事務を円滑に行うと
いう観点から、現行法による救助
の実施体制や広域調整の在り方
についても検討すべきである」と
いう指摘がありました。その後、
平成 29 年 12 月にとりまとめられ
た災害救助に関する実務検討会

の最終報告や、平成 30 年２月か
ら宮城県、愛知県及び兵庫県で
行った大規模・広域災害時の災
害救助事務の連携強化に関する
協議の場における実務的検討を
踏まえ、検討を行いました。

改正法は、こうした検討を踏
まえ、現行の事務委任制度に加
えて、財政負担を含めた事務処
理能力があり、都道府県としっか
り連携できる指定都市に限り救
助実施市として災害救助法（昭和
22 年法律第 118 号）における救
助の主体とする制度を創設するこ
とにより、より円滑かつ迅速な救
助を可能とするものです。

改 正法は、平成 30 年５月８
日に閣議決定、同日に衆議院に
提出され、衆参両院での審議を
経て、同年６月８日に全会一致を
もって可決・成立、同 15 日に公
布されました。

2 改正法の概要

（１）救助実施市の長による救助
の実施

救 助実 施市（その防災体制、
財政状況等を勘案し、災害に際
し円滑かつ迅速に救助を行うこと
ができるものとして内閣総理大臣
が指定する市をいう。以下同じ。）

の長が、その区域内において災害
により被害を受け、現に救助を
必要とする者に対する救助を行う
ものとしました。

（２）都道府県知事による連絡調整
都道府県知事は、救助実施市

の区域及び救助実施市以外の市
町村の区域にわたり発生した災害
に際し、救助に必要な物資の供
給又は役務の提供が適正かつ円
滑に行われるよう、救助実施市
の長及び物資の生産等を業とす
る者等との連絡調整を行うものと
しました。

（３）救助に要した費用の支弁区分
救助実施市の長による救助に

要する費用は、救助実施市が支
弁するものとしました。

（４）国庫負担
国庫は、救 助実 施 市が 支弁

した費用等の合計額が政令で定
める額以上となる場合に、その
一部を負担するものとしました。

（５）災害救助基金
救助実施市は、費用の支弁の

財源に充てるため、災害救助基金
を積み立てておかなければならな
いものとしました。

内閣府（防災担当）被災者行政担当
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迅速・的確な救助のために：
災害救助法の改正



都道府県及び救助実施市の災
害救助基金の各年度における最
少額は、都道府県の地方税法に
定める普通税の収入額の決算額
を基に算定した額とし、災害救助

基金がその最少額に達していな
い場合は、政令で定める金額を
当該年度において積み立てなけ
ればならないものとしました。

（６）改正法の施行日
改正法は、一部の規定を除き、

平成 31 年４月１日から施行する
ものとしました。

一定規模の災害に際しては、避難所の設置や応急仮設住宅の供与等の救助を都道府県知事が
行うとともに、救助に要した費用の一部を、国が負担することを規定。

最大 2,700 万人 ( 全国 20 指定都市の総人口 ) の被災者の救助を迅速かつ円滑に行えるように
なるとともに、その他の市町村の被災者の救助も迅速化されるという効果が期待できる。

平成 31 年４月１日

災害救助の円滑かつ迅速な実施を図るため、救助実施市が自らの事務として被災者の救助を
行うことを可能にする制度を創設。
１．救助実施市の指定

内閣総理大臣は、申請に基づき、防災体制や財政状況等を勘案し、救助実施市※を指定する
ものとする。また、指定に際しては、内閣総理大臣はあらかじめ都道府県知事の意見を聴くもの
とする。
※ 指定都市を指定、具体的な基準は内閣府令で規定。

２．都道府県による調整
都道府県知事は、救助に必要となる物資（食料や住宅資材等）の供給等が適正かつ円滑に行

われるよう、救助実施市の長及び物資の生産等を業とする者その他の関係者との連絡調整を行う
ものとする。
３．災害救助基金

救助実施市は、救助費用の財源に充てるため、都道府県と同様に災害救助基金を積立ててお
かなければならないこととする。

※ 災害対策基本法第 72 条第１項に定める都道府県知事の指示権等について、変更はなし。

災害救助法

改正効果

施行期日

法律の概要

内閣府 ( 防災担当 )

都道府県

＜改正後＞

救助実施市
( 指定都市の中 
から指定 )

※�都道府県は、救助 
実施市（指定都市の
中から指定）以外の
市町村における救助
に注力できる

財源負担は国と救助 
実施市（指定都市の中
から指定）

財源負担は 
国と都道府県

市町村

避難所の設置
応急仮設住宅の供与 等

平成 30 年６月 15 日公布
災害救助法の一部を改正する法律の概要

都道府県知事 
による調整
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南海トラフ地震は、太平洋沖
を震源とし、最大震度 7 の揺れ
と大津波によって、関東から九州
にかけて大きな被害をもたらす
と想定されています。この巨大
地震によって深刻な被害を受け
る可能性の高い県の一つである
高知県では、揺れと津波で最大
42,000 人以上が被災すると予測
されています。

その高知県で、住民との絆を
深めることで地域の防災意識向
上に取り組んでいるのが高知市
立南海中学校 ( 生徒数 201 名 )
です。同校は太平洋に面する土佐
湾の海岸線から約 800m に位置
しており、南海トラフ地震が発生
した場合には津波が 30 分～１時
間で到達し、校区の 60% 以上が
被害にあうと予測されています。

防災 活 動を本 格 的に始める
きっかけとなったのは、平成 23年
(2011) の東日本大震災です。同
地域にも大津波警報が発令され
たにもかかわらず避難する人は少
なく、一部の生徒や住民が津波
を見物に海岸へ行くなど、防災意
識の低さが明らかになりました。
こうした状況に危機感を持った同

校は、南海トラフ地震に備えた防
災教育の一環としてNSP (Nankai 
Survival Project) を開始しました。

同校の隅田哲正教頭はその目
標を次のように説明します。

「生徒が災害時に自分の命を守
り、安全を確保できる力を身に付
けるとともに、地域のために主体
的に行動できるようになることを
目指しています。そのために、生
徒が中心となり、住民と協力しな
がら活動を進めています。」

主な活動の一つが、防災イベン
ト「防災フェア」です。同フェア
は３年生全員と約 20 名の生徒で
構成されるＮＳＰ実行委員会が中
心となり、平成 24 年以来、毎年
開催されています。消防署、警察
署、自衛隊、日本赤十字、自主
防災組織など地域の関係機関の
支援を受け、初期消火や応急手
当の訓練、起震車体験、避難シ
ミュレーションゲーム、炊き出し
試食会、着衣水泳などが行われ、
地域内外から毎年 700 人以上が
参加します。

防災フェアでは、ＮＳＰ実行委
員会による「防災にわか」の上演
も行っています。「にわか」とは、

江戸時代に大阪で生まれた即興
の寸劇で、高知県室戸市の神社
の奉納行事として上演される佐喜
浜俄 (さきはまにわか ) は、国の
無形民俗文化財にも指定されて
います。「防災にわか」は、この
佐喜浜俄から着想を得て作られま
した。生徒たちが演じる「校長先
生」「戦国大名の長宗我部元親」

「坂本龍馬」によるユーモア溢れ
るやりとりで、防災の大切さを訴
える話となっています。

「『防災にわか』を始めた当時
の教職員は、住民の防災意識を
高めるには、『笑い』を交えて、
防災を分かりやすく紹介するのが
効果的ではと考えました。その
狙い通り『防災にわか』は大好評
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「防災にわか」を上演する生徒たち

内閣府 ( 防災担当 ) 普及啓発・連携担当

防災リーダーと
地域の輪

防災活動に「笑い」を取り入れ、 
地域の防災意識の向上に貢献

高知県高知市立南海中学校は災害への備えを地域に広げる 
ため、伝統芸能を活かした防災活動などに取り組んでいます。

第36回

高知市立南海中学校



で、地域内外の防災イベントやお
祭りなどに引っ張りだことなってい
ます」と隅田教頭は話します。

この他、平成 27 年から毎年
実施されている「南海中学校区一
斉津波避難訓練」も同校の重要
な活動となっています。生徒が自
主防災組織の代表者との打ち合
わせや、住民への説明会を行っ
て訓練にのぞみます。平成 28 年
の訓練の前には、生徒が自主防
災組織と協力して「津波避難マッ

プ」の改善に取り組みました。以
前のマップの地名には住民に馴
染みのない公的な名称が使われ
ており、「どこの場所か分からな
い」という指摘があったため、住
民が聞き慣れた地域独自の呼び
名へと修正し、より使いやすい
マップとなりました。

訓練当日は、生徒は住民と一
緒に避難するだけではなく、避
難者受付名簿作成も担当します。
訓練後には反省会を開き、参加

者を増やすための改善点などを話
し合います。訓練の参加者は毎
回 800 人程度にとどまっています
が、それを 2000 人に増やすこと
が目標になっています。

南海中学校の生徒は防災活動
以外にも地域のお祭りや福祉施
設の行事などに積極的に参加し
て、住民との信頼関係を築いて
います。

こうした地域に根ざした防災活
動は高く評価され、南海中学校
は平成 28 年度に防災教育チャレ
ンジプランの「特別賞」を、平成
29 年度には、ぼうさい甲子園の

「ぼうさい大賞」を受賞しています。
「住民の方からも、『中学生が

動くと、大人を動かすことができ
る。南海中は地域になくてはなら
ない存在』という言葉をいただい
ています。また、中学生にとって
も、自らの活躍の場を得られるこ
とで、大きな自信につながってい
ます」と隅田教頭は話します。

今後も、「地域の絆は防災の力」
を合言葉に、南海中学校は前進
し続けます。

（画像提供：すべて  南海中学校）
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ぼうさい冬号は平成 30 年 11 月発行の予定です。

● 編集後記
全国各地で台風や地震などの災害が続い

ています。こんな時こそ、災害が起きた際
に対応できる「備え」が必要です。日ごろ
からご自宅の備蓄ストックの確認に加え、
防災訓練への参加などを心がけてみてくだ
さい。

今回は、九都県市（埼玉県、千葉県、東
京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、
さいたま市、相模原市）の合同訓練を特集
でご紹介しています。倒壊したビルからの
救出訓練など、より実践的な訓練の様子が
皆様の「心の備え」に繋がると幸いです。

武者姿で「長宗我部祭り」に参加する 
生徒たち

「防災フェア」での炊き出し訓練

「津波避難マップ」作成のために自主防災
組織と現地調査

地域住民への避難訓練説明会

ぼうさい 秋号  [No. 92]

ご意見・ご感想を、内閣府（防災担当）広報誌「ぼうさい」担当宛で、はがき、FAX にてお寄せください。
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平成30年度「津波防災の日」スペシャルイベント

『最新科学×津波×地域防災』
日時   平成 30 年11月5日  13:00～ 18:00
場所   �川崎商工会議所 

川崎フロンティアビル 2階 KCCI ホール

月曜日




